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別 紙

令和２年度補正予算に係る建設工事標準図等活用発注（簡易型）指針

第１ 総則
１ 目的

本指針は、令和２年度補正予算により短期・集中的に施設整備工事を
発注する必要があることから、標準図等活用発注要領について（防整技
第７１８０号。２８．３．３１）の別紙第１０の規定に基づき、要求機
関から提示された簡易な資料等（以下「要望資料等」という。）を活用
し、建築工事、土木工事、電気設備工事、機械設備工事及び通信工事を
発注するために必要な事項を定めることを目的とする。

２ 適用範囲
本指針は、令和２年度補正予算により短期・集中的に行う施設整備工

事において、要望資料等を活用した建築工事、土木工事、電気設備工事、
機械設備工事及び通信工事を発注する場合に適用することができるもの
とする。
ただし、建築基準法第１８条の規定による建築物の建築等による手続

きが必要な施設は除く。

３ 発注方式
入札説明書に添付する図面に代え、施設の概要を記述した図書及び数

量表により発注する工事で、契約締結後、設計図書（「設計図書」とは、
第２の２による。）に明示した現場条件、部隊要望及び要求性能等を基
に、調査並びに法手続等に必要な図面、施工に必要な詳細図及び数量調
書（以下「詳細図等」という。）の作成を受注者に行わせ、発注者の承
認を得て工事に着手する方式とする。

第２ 一般
１ 工事の着手及び工期

工事目的物の直接的な工事着手は、詳細図等の承認、受注者との協議
及び支出負担行為担当官へ工事内容変更報告を了した後とする。
工事着手に当たっては、受注者に別記様式第４号による「工事着手届

出書」を提出させて工事着手させるものとする。
ただし、工期の関係から工事の一部について先行して施工を行う必要

のある場合は、発注者と受注者で協議を行い、協議が整った工事につい
て着手するものとし、「工事着手届出書」に代わる別記様式第５号によ
る「工事着手願書」を提出し支出負担行為担当官の承諾を得るものとす
る。
契約上の工期は、調査及び詳細図等の作成に要する期間を含めて設定

する。ただし、建築工事、電気設備工事及び機械設備工事の積算上の工
期（Ｔ）は、調査及び詳細図等の作成に要する期間を除いて設定する。
また、建築工事、電気設備工事、機械設備工事の現場説明書には、工

事着手時期と共通費の算定に用いる工期（Ｔ）を明記する。



２ 工事の発注
工事発注に当たっての「設計図書」は、以下のとおりとする。
（１）工事特記仕様書
（２）要望資料等
（３）性能要求事項等（必要に応じ添付）
（４）数量表（別紙明細による軽微なもの及び任意仮設に係わるものを含む）
（５）調査及び詳細図等作成業務仕様書

３ 数量表の作成

【土木工事以外の工事】
過去の類似工事内訳書を基に種目別内訳書、科目別内訳書及び細目別

内訳書の書式にて数量表を作成するものとする。
なお、設定する項目は簡易に積算できるもの及び物価資料に掲載され

ている資材等を原則とする。
また、必要に応じて数量表へ仕様を明記する。

【土木工事】
要望資料等を基に作成した設計図書により、工事種目別及び工事項目

別に数量表を作成するものとする。
なお、設定する項目は簡易に積算できるもの及び物価資料に掲載され

ている資材等を原則とする。
また、必要に応じて数量表へ仕様を明記する。

４ 工事費（積算価格）の精算
工事費（積算価格）については、調査及び詳細図等の承認後、速やか

に工事内容、工事項目（調査及び詳細図等作成業務を含む）等について
精査し、変更の手続を行うものとする。
精算を行うに当たっては、本指針第５により行うものとする。

５ 調査及び詳細図等の業務実績の登録
調査及び詳細図等作成の業務を１次下請けとして測量又は建設コンサ

ルタント会社等が請け負った場合、業務実績について、パブディス
(PUBDIS)又はテクリス(TECRIS)への登録は、地方防衛局等が発注したも
のと同等の取扱いとし登録できるものとする。

６ 工事特記仕様書並びに調査及び詳細図等作成業務仕様書への記載
（１）工事特記仕様書は、調査及び詳細図等作成業務の仕様と提出期限の

ほかに次の事項を明記する。
なお、工事特記仕様書記載事項（８）については、必要に応じて明

記することとする。

《工事特記仕様書》記載事項

（１）本工事は、入札説明書に添付する図面に代え、施設の概要を記述し
た図書及び数量表により発注する工事である。
契約締結後、部隊（施設の要求元）から提示される要望書、工事特



記仕様書及び現場説明書等を基に、調査並びに法手続等に必要な図面、
施工に必要な詳細図及び数量調書（以下「詳細図等」という。）の作
成を受注者が行い、発注者の承認を得て着手する工事である。

（２）本工事は、配付された施設の概要を記述した図書から数量積算を行
わず、あくまでも数量表に記載した数量及び仕様により工事費を、調
査及び詳細図等作成業務仕様書により調査費及び詳細図等作成費の算
出を行う。
なお、本工事における積算方法は、当省が公表している積算基準類

等により算出している。

（３）調査及び詳細図等の作成者は、防衛省の「測量・建設コンサルタン
ト等競争参加資格」の業務区分の「○建築、○土木、○電気、○機械、
○電気通信」の有資格者名簿に登録されている者（以下「建設コンサ
ルタント等」という。）であることとする。
なお、受注者は、調査及び詳細図等作成業務を第三者（建設コンサ

ルタント等（総合工事等にあっては主たる業務））に請負わせる場合
は、あらかじめ、別記様式第１号による「調査及び詳細図等作成者通
知書」により発注者に通知する。

（４）調査及び詳細図等作成業務に係る協議を行う場合は、受注者に臨席
を求めるが、現場代理人又は監理技術者等に限定するものではない。

（５）監督官が指示する関係官公庁等への手続は、受注者が行う。

（６）詳細図等の承認後、速やかに工事内容、工事項目（調査及び詳細図
等作成業務を含む。）及び工事費について変更の手続を行う。

（７）工事費の設計変更を行うに当たり、新たな工種等を追加する場合又
は当初の条件を大幅に変更する場合における設計変更時の単価及び価
格は、見積を活用する積算方式（見積活用方式）の試行について（防
整技第５０５３号。令和２年３月３０日）に準じて受注者から提出さ
れた見積価格を採用することができるものとする。

（８）受注者は、「調査・詳細図・数量調書等承認通知書」による通知後、
関係官公庁等への手続きが必要な場合は、添付図書の作成、関連する
別途工事の受注者との調整、提出に必要な図書の取り纏めを詳細図等
の作成者に委託する。

（９）工事目的物の直接的な工事着手は、詳細図等の承認及び発注者と受
注者との協議が了した後とする。
工事着手に当たっては、受注者は別記様式第４号による「工事着手

届出書」を提出し工事に着手するものとする。
ただし、工期の関係から工事の一部について先行して施工を行う必

要のある場合は、発注者と受注者で協議を行い、協議が整った工事に
ついて着手するものとし、「工事着手届出書」に代わる別記様式第５
号による「工事着手願書」を提出し、支出負担行為担当官の承諾を得
るものとする。



（１０）現場代理人の常駐については、建設工事請負契約書第１０条第３
項の規定に基づき、「調査及び詳細図等作成に要する期間」は、現場
への常駐を要しないものとする。

（１１）監理技術者等の専任期間については、監理技術者制度運用マニュ
アル（最終改正 令和２年９月３０日国不建第１３０号）（以下「運
用マニュアル」という。）のとおりとし、「調査及び詳細図等作成に要
する期間」は、専任を要しないものとする。

（１２）現場代理人及び監理技術者等の途中交代については、運用マニュ
アルに基づくほか、社会的な技術者不足に配慮し、技術者のより円滑
な運用を図る観点から、次の場合においては交代を認めるものとする。
ア 受注者の責によらない理由により、工事中止又は工事内容の大幅
な変更が発生し、工期を延長することにより監理技術者等の途中交
代が生じる場合は、工事の継続性の観点から、交代の前後において
品質確保に必要な監理技術者等の技術力を確保しつつ、競争参加資
格として求めた配置予定技術者の経験（実績）について緩和するこ
とができるものとする。

イ 受注者の責によらない理由により、調査及び詳細図等作成業務に
係る期間が大幅に延期され、工事着手が遅延する場合は、工事の品
質確保に必要な監理技術者等の技術力を確保しつつ、競争参加資格
として求めた配置予定技術者の経験（実績）について緩和すること
ができるものとする。

（２）調査及び詳細図等作成業務仕様書に追加記載する事項

《調査及び詳細図等作成業務仕様書》記載事項

（１）本仕様書に基づく、調査及び詳細図等作成に要する費用は、入札時
の工事内訳書の共通仮設費に計上するものとする。
なお、本費用は工事費の積算に当たり、現場管理費及び一般管理費

等の対象としない。

（２）調査及び詳細図等作成の業務を１次下請けとして測量又は建設コン
サルタント会社等が請け負った場合、業務実績について、パブディス
(PUBDIS)又はテクリス(TECRIS)への登録は、地方防衛局等が発注した
ものと同等の取扱いとし登録できるものとする。



第３ 積算価格の構成並びに積算価格、調査費及び詳細図等作成費の算定
１ 積算価格の構成
【土木工事以外の工事】

直接工事費

純工事費 準備費等

工事原価 共通仮設費

現場管理費 調査費及び詳細図等作成費

工事価格 一般管理費等

積算価格 寄託品取扱経費（通信工事の場合）

(工事費)

消費税等相当額

【土木工事】
純工事費

材料費

直接工事費 労務費 特許使用料

直接経費 水道光熱電力料等

機械経費 機械損料

運転経費

工事原価 運搬費

準備費

事業損失防止施設費

工事価格 共通仮設費 安全費

役務費

積算価格 間接工事費 技術管理費 調査費及び

(工事費) 一般管理費等 詳細図等作

消費税等相当額 現場管理費 成費

営繕費

現場環境改善費

２ 積算価格等の算定
（１）積算価格は、整備計画局長及び施設技術管理官が定めた積算基準及

び積算要領等に基づき算出するものとする。

（２）直接工事費の積算
ア 数量表の数量に基づき、材料価格等は積算時の最新の現場渡し価
格とし、物価資料の掲載価格とする。

イ 標準的な規格以外の特別な製品については、製造者の見積価格を
採用する。この場合は、入札参加者が積算できるよう設計図書に仕
様及び概要図等を明記する。



（３）調査及び詳細図等作成費は、建築工事、電気設備工事、機械設備工
事及び通信工事にあっては「共通仮設費」に、土木工事にあっては「技
術管理費」に「調査費及び詳細図等作成費」として計上する。

３ 調査費の算定
調査費は、測量・土質調査等業務委託積算価格算定要領等について（防

整技第７１７２号。２８．３．３１）によるものとし、消費税等相当額
を含まないものとする。

４ 詳細図等作成費の算定
詳細図等作成費は、建設工事に係る設計業務委託積算価格算定要領に

ついて（防整技第７１７１号。２８．３．３１）等によるものとし、消
費税等相当額を含まないものとする。

５ 現場管理費等の算定
現場管理費及び一般管理費等の算定に当たって「調査費及び詳細図等

作成費」は、現場管理費及び一般管理費等の対象としない。

第４ 調査及び詳細図等の作成
１ 詳細図等の作成

詳細図等の作成は、工事監督官等の指示に基づき、整備計画局長及び
施設技術管理官が定めた設計基準及び設計要領等の定めによるほか、本
指針の定めるところにより行う。

２ 調査及び詳細図等作成者の通知
受注者が、調査及び詳細図等の作成を第三者に請け負わせる場合は、

防衛省の「測量・建設コンサルタント等競争参加資格」において本工事
に求める業務区分の有資格者名簿に登録されている者とし、別記様式第
１号による「調査及び詳細図等作成者通知書」により通知させるものと
する。
なお、業務の作業過程において協議を行う場合は、受注者に臨席を求

めるが、臨席者は現場代理人又は監理技術者等に限定するものではない。

３ 調査及び詳細図等の承認
調査及び詳細図等の作成が完了した時は、受注者に別記様式第２号に

よる「調査・詳細図・数量調書等承認願書」を提出させ、承認を得た後、
別記様式第３号による「調査・詳細図・数量調書等承認通知書」により
受注者に通知するものとする。

４ 法手続の委託について
受注者に対して「調査・詳細図・数量調書等承認通知書」による通知

を行った後、関係法令による手続きが必要な場合は、添付図書の作成、
関連する別途工事の受注者との調整、提出に必要な図書の取り纏めを詳
細図等の作成者に行わせるものとする。

第５ 設計変更
設計変更時の積算は、本指針第３に準じるほか、以下のとおり行うも



のとする。
１ 材料等の価格等

設計変更時の単価及び価格は、原則として原契約のものとし、新規項
目については、設計変更時の最新の現場渡し価格とする。また、単価及
び価格は、消費税等相当額を含まないものとする。

２ 工事費の設計変更における見積価格の採用について
工事費の設計変更を行うに当たり、新たな工種等を追加する場合又は

当初の条件を大幅に変更する場合における設計変更時の単価及び価格は、
見積を活用する積算方式（見積活用方式）の試行について（防整技第５
０５３号。令和２年３月３０日）に準じて受注者から提出された見積価
格を採用することができるものとする。

第６ 特例
本指針により難い場合は、整備計画局施設技術管理官と調整の上、実

施するものとする。



様式第１号（第４第２項関係）

年 月 日

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○ 殿

受注者

住 所

会 社 名

代表者氏名

調査及び詳細図等作成者通知書

○○（△△）○○○○新設○○工事の標記について、下記のとおり測量・

建設コンサルタント等業務に係る資格審査結果通知書（写し）を添えて通知

します。

記

業務種別 商号等 住 所 電話・FAX 登録番号 業務責任者名

※1 測量・建設コンサルタント等業務に係る「資格審査結果通知書（写し）」を添

付する。

※2 総合工事等の場合における測量・建設コンサルタント等業務に係る「資格審査

結果通知書（写し）」の添付は、主たる業務のみとする。

Ａ４



様式第２号（第４第３項関係）

調査・詳細図・数量調書等承認願書

工事名

別添資料のとおり調査・詳細図の作成・数量調書の作成が完了したので、

承認をお願いします。

年 月 日

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○ 殿

受注者

住 所

会 社 名

代表者氏名

Ａ４



様式第３号（第４第３項関係）

調査・詳細図・数量調書等承認通知書

工事名

年 月 日付で承認願いのあった調査・詳細図・数量調書を

承認したので、通知します。

年 月 日

受注者

住 所

会 社 名

代表者氏名 殿

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○

Ａ４



様式第４号（第２第１項関係）

工 事 着 手 届 出 書

年 月 日

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○ 殿

受注者

住 所

会 社 名

代表者氏名

次の工事の詳細図等の承認及び発注者との協議を了し工事に着手するので、工事特記仕様

書の規定により提出します。

工 事 名

工 事 場 所

契 約 年 月 日 年 月 日

工 期 年 月 日 から 年 月 日 まで

工事着手年月日 年 月 日

Ａ４



様式第５号（第２第１項関係）

工 事 着 手 願 書

年 月 日

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○ 殿

受注者

住 所

会 社 名

代表者氏名

次のとおり工事に着手するので、工事特記仕様書の規定により承諾願います。

工 事 名

工 事 場 所

契 約 年 月 日 年 月 日

工 期 年 月 日 から 年 月 日 まで

工事着手年月日 年 月 日

（例）

工事着手条件 協議を了した工事の一部について着手する。協議を了した工事の一部は、

添付図面のとおりとする。（又は添付する別紙のとおりとする。）

Ａ４



様式第６号（第２第１項関係）

工 事 着 手 承 諾 書

年 月 日

受注者

住 所

会 社 名

代表者氏名 殿

支出負担行為担当官

○○防衛局長

○○ ○○

年 月 日で承諾願いのあった工事について、次のとおり工事に着手する

ことを承諾する。

工 事 名

工 事 場 所

契 約 年 月 日 年 月 日

工 期 年 月 日 から 年 月 日 まで

工事着手年月日 年 月 日

（例）

工事着手条件 工事着手は、協議を了した工事の一部について実施するものとする。

Ａ４


